　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総合研究所・都市減災研究センター（UDM）研究報告書（平成24年度）

テーマ2小課題番号2.1-2

天吊り設備機器・配管の耐震性能実験
建築設備，天吊り機器・配管，非構造部材，地震リスク，

西川　豊宏＊
山下　哲郎＊＊
振動台実験






大橋　一正＊＊＊
久保　智弘＊＊＊＊








志津えりか＊＊＊＊＊
坂本有奈利＊＊＊＊＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1．はじめに

1978年に発生した宮城県沖地震において、多くの建築設備に被害が生じた。そのことを受けて、1982年に日本建築センターから建築設備耐震設計・施工指針が発行され、建築設備の耐震性は徐々に向上し、被害件数も減少傾向にある。しかしながら、今日において建築設備の機能確保を目的として、更なる耐震性能の向上が求められている。

近年発生した東北地方太平洋沖地震は、発生マグ二チュード9.0と大規模な地震動であったことに加え、その揺れの継続時間が長かった。その影響で、建築設備の被害は、従来にも増して吊り支持の配管や機器に関する被害が多かった。文献1)によると、天吊り機器については、図1に示すように機器付属金物の変形や抜け落ちによる機器本体の落下や、長時間の揺れによる吊りボルトの疲労破壊、大規模な地震動の影響で引っ掛け金物が外れる等の被害があり、それらの被害にともない天井が破損または崩落するといった被害も報告されていた。天吊り配管は、図2に示すように配管相互の振動性状の違いによる配管接合部での破断や、構造躯体との振動性状の違いによる防火区画貫通部での配管の破損があった。また、長時間の揺れによる吊りボルトの疲労破壊や、SP配管のように天井に接続されている配管は天井との振動性状の違いによりヘッドと天井が衝突し、ヘッドまたは配管が破断する被害が報告されていた。本研究では建築設備の地震リスクを実験データや学術的既存データを活用し、建築設備システムの損傷確率によって評価することを目的に東日本大震災において被害が顕在化した天吊り機器・配管を対象とした耐震性能実験を実施した。実験では、経年使用した配管の強度低下と耐力値の分散や可とう性配管の技術基準についての妥当性を検証した。また、加振実験による設備機器用吊りボルトの引張試験から、長時間の加振による材料強後の劣化と分散を定量化した。
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[image: image2.emf]
2．2010/2011年度の成果概要

[image: image3.emf]　　　　＊：工学院大学建築学部まちづくり学科准教授，
　　　＊＊：工学院大学建築学部建築学科准教授
＊＊＊：工学院大学名誉教授


　＊＊＊＊：工学院大学建築学部まちづくり学科特任助教
＊＊＊＊＊：工学院大学工学研究科建築学専攻修士課程
2010年には実建物において使用されていたSP配管とそれと同形状の新品試験体を用いて静的加力実験を行い、配管が破断に至る荷重及び変位量を調査した。2011年には、静的加力実験を継続して行い更に実験データを蓄積した。

3．建築設備の地震リスク評価手法
地震時においても建築設備が健全に機能することで建物を有効に使用することが可能になる。既存建物において建築設備に事前対策を講じるための支援情報として、建築設備の地震リスク評価を行う。なお、建築設備は設備機器・配管単体が連なったシステムとして機能しているため、設備をシステムとして評価する必要がある。

まずシステムを構成する設備機器・配管を抽出し、設備機器・配管単体の損傷確率を式(1)2)，3)，4)に示すように算出する。
[image: image4.emf][image: image5.bmp] EMBED Equation.3 
[image: image19.emf] 




pfi
：各被害形態に対応する損傷確率
ｒmi
：設備機器・配管iに作用する地震動の中央値
ζCi
：耐力値の対数標準偏差
ζRi
：作用地震動の対数標準偏差
Cmi
：設備機器・配管iの作用地震動に換算した耐力の中央値
x
：作用地震動
[image: image6.bmp]図3 に工学院大学新宿校舎における給排水衛生設備の損傷確率算出結果を示す。損傷確率は、中層・高層系統の曲り管や枝管，水槽などの床置き機器におけるリスクが高いと算出された。これら、設備機器・配管単体で算出した損傷確率をシステムとして評価するため、設備機器・配管が損傷した際に復旧工事に要する費用注1)を掛け合わせることで設備機器・配管の損失額を期待値として算出した。

[image: image7.emf]
更に、各階に設置された衛生器具・給水器具が機能するために必要な設備機器・配管の損失額の期待値を足し合わせ、システムとしての損失額の期待値を算出した。算出の結果を図4 に示す。首都直下地震発災による損失額の期待値は、上水が15 600 000 円，中水が13 200 000円であった。そこで、損失額の期待値が高い受水槽に地震防災対策(パネル強度を向上させるため、パネル交換を想定した。)を施したことを想定すると、損失額の期待値は上水が6 300 000 円，中水が2,500 000 円になり、対策による効果を確認した。なお、同様に東北地方太平洋沖地震発生時における損失額の期待値を算出した結果、上水が1 853 円，中水が273 円となり、首都直下地震と比較して低い値となった。東北地方太平洋沖地震において工学院大学新宿校舎の設備機器・配管が損傷しなかったことから見ても数値の妥当性が検証できた。

4．天吊り設備機器・配管の耐震性能に関する実験

4.1．実験目的及び対象設備

[image: image8.emf]図5 に評価対象と評価方法を示す。評価対象は東日本大震災において被害が顕在化した天井等の非構造部材とそれに組み込まれた設備機器・配管である。設備機器・配管は配水管，各種機器・器具，配線類に分類でき、その中の配水管については、表１に示すようなフレキシブル形継手を設けて天井の揺れに追随させる工法(可とう性継ぎ手有)と、固定金具等を設けて配管を動かさない工法(可とう性継手無)に分類できる。フレキシブル継手を設けて天井の揺れに追随させる工法に関しては、日本建築センター5)から、±200 ㎜程度の変位に対応できるものが望ま

しいとの基準が設定されているが、基準の裏付けとなる定量的な知見は少なく、実験データの蓄積等が必要である。従って本研究では、これら基準の妥当性の検証及び経年使用や東日本大震災において顕在化した長時間の振動による材料強度の低下と強度のばらつきを実験により検証した。
[image: image9.emf]
4.2．スプリンクラー配管の静的加力実験

4.2.1．実験目的・概要

経年使用した配管の材料強度と強度のばらつきを調査するため、実際に40年間建物で使用された配管(以降　経年試験体)と、それと同形状の配管(以降　新品試験体)を使用し、スプリンクラー(以降　SP)配管の静的加力実験を行った。表2に実験に使用した試験体の詳細を示す。図5に静的加力実験の実験装置と計測概要を示す。荷重載荷装置としてチェンブロックを用いた静的加力実験を行った。試験体の末端部には鉄製プレートを取り付け、フックを介して垂直上方向に加力した。
[image: image10.emf]
試験体にかかる荷重はロードセル，加力方向に対する配管の変位量は変位計を用いて1秒間隔で測定値を計測した。なお、配管の破断を判断するため、配管内には0.3MPaに加圧した空気を充填した。
[image: image11.emf]
4.2.2．実験結果

表3に実験データの平均値と標準偏差，図6に正規分布を示す。図表によると経年試験体の破断モーメント(平均値)は新品試験体に比べて小さく、その差は単管の実験で148.9kN･mm、巻き出し配管の実験で114.0kN･mmであった。また、巻き出し配管の実験においては、経年試験体の標準偏差(分散)が新品試験体に比べて大きく、試験体の劣化状況のばらつきが実験値から推定された。
[image: image12.emf]
[image: image13.emf]
4.3．天吊り設備機器・配管の振動台実験

4.3.1．実験概要
表4に加振装置の仕様と設置条件，図7に振動台及びフレームの概要を示す。実験で使用した加振装置は、水平一方向に加振可能な振動台(幅4 000mm，長さ6 000mm)である。振動台の架台上にはフレームを堅固に設置し、梁から1 200㎜下部にシステム天井(シングルライン工法)を取り付け実際の施工状況を再現した。

表5に試験体・計測概要，表6に入力地震波6)を示す。吊り支持された配管においてはSP配管を対象とし、枝管から巻き出し配管，ヘッドまでを再現した。枝管は区画貫通部をモルタルにより固定された状態を想定し、端部をフレームに固定した。枝管の長さは2,460mmの配管用炭素鋼管25Aを使用し、梁より800mm下部に、吊りボルト(JIS G3505 SWRM12)2本で水平に設置した。巻き出し配管は1 100mmのフレキシブル配管を使用しSPヘッドと接続した。なお、配管内の水重量はそれに相当する鉛テープを均等に取り付けて再現した。計測装置は、図に示すように配管の端部に加速度計を設置した。

天吊り機器を再現した実験においてはVAVユニットを想定し、500㎜×555㎜の木板を用い、吊りボルトの接続部は実際の施工状況を再現するためステンレス製の板を取り付け、梁より600mm下部に、吊りボルト4本で水平に設置した。なお、VAVユニットの重量と重心を考慮し、木板の下部に錘を付加した。計測装置は、試験体の加速度を計測するため、試験体中央部に加速度計を設置した。

入力地震波は、東北地方太平洋沖地震における被害の再現実験を行うための工学院大学新宿キャンパスで計測された地震波と、首都直下地震における被害予測を行うための想定地震波6)とした。

[image: image14.emf]
[image: image15.emf]

いずれの地震波も、東北地方太平洋沖地震で天井材が落下した工学院大学新宿キャンパス28階天井の揺れを再現するため、29階NS方向注2)の床応答加速度を入力した。

[image: image16.emf]
[image: image17.emf]
4.3.2．実験概要SP配管を対象とした振動台実験

建築設備耐震設計・施工指針で示される±200㎜の妥当性を検証するため、各階の床応答加速度が異なる超高層建築物に設置されたSP配管の応答変位量を解析モデルにより想定した。

解析ソフトはSNAP ver.5注3)の立体フレームモデルを使用し、図8に示すような解析モデルを作成した。各種接合条件は表7に示すように実験時における各部材を目視した条件により設定した。なお、表中の半固定は、SP配管における静的加力実験の結果を参考に210kN･m/radの力が加わると動き出す条件とした。

図9に解析結果と実験結果を示す。首都直下地震29F入力と東北地方太平洋沖地震29F入力による解析結果と計測結果が概ね一致していることが確認され、解析モデルの再現性が確認できた。従って、本モデルを用いて超高層建築物に設置されたSP配管の応答変位量を想定した。想定には、首都直下地震による工学院大学の想定地震波(図10)をモデルのX方向に入力した。

[image: image18.emf] 

図11に配管の最大応答変位量を示す。配管の変位量の最小値は24階で－42㎜～38㎜であり、最大値は29階で－76㎜～86㎜であった。配管の変位量は、設備耐震設計・施工指針で示される±200mm程度の余長で充分対応でき、指針の数値の妥当性を検証した。

 しかし、本報において、解析に使用したモデルには、吊りボルトやフレキシブル配管特有の材料特性を考慮できていない。従って、それら各材料特性を考慮した解析モデルを作成するとともに、吊り高さや配管の接続方法の違いを考慮した実験を実施する必要がある。

4.3.3.天吊り機器を対象とした振動台実験
(1)振動台実験
吊ボルトが断続的な揺れにより破断に至る過程を再現するため、振動台実験を行った。なお、吊りボルトに最も負荷が掛る状態を再現するため、試験体の固有周期を図12に示すように算出した結果、固有周期は約0.4秒であると判断した。よって、図13示すように周期0.4秒の正弦波を入力地震波とし、継続時間は2分から吊りボルトが破断するまで2分ずつ継続時間を延ばしていった。

長時間の加振により試験体の応答加速度が低下する傾向がみられ、正弦波を10分間継続して入力した際に吊りボルトが破断した。実験で計測した天吊り機器の応答加速度は最大で約2 425galであったのに対し、破断時の応答加速度は約1 388galであった。これまで設備機器配管の耐力値を検討する際は応力の最大値を基に計算してきたが、長時間の加振によ


る破壊を評価する際は、更なる実験データの蓄積が必要になる。


(2)引張試験
振動台実験にて加振した吊りボルトについて、長時間の加振による材料強度の違いを調査するため、アムスラー型万能試験機UH-200A注4)を用いて引張試験を行った。

吊りボルトの引張試験で計測した引張応力(弾性限界)の平均値と実験値のばらつきを示す標準偏差を表9に示す。それらの数値を用いて図14に示す正規分布を求めた。正弦波(0.4s)加振後の吊りボルトは、加振時間が長くなるにつれて強度が低下し、弾性限界荷重のばらつきが大きくなった。更にデータを分析するためランダム波を入力した結果を見ると、揺れの継続時間が長い東北地方太平洋沖地震加振で

は材料強度のばらつきが大きくなることが確認され、大きな加速度を持つ首都直下地震加振では材料強度の低下が大きいことを確認した。
これらの実験結果から、経年劣化や長時間の使用した設備機器・配管においては、材料強度の低下や強度のばらつきを考慮した評価を行う必要性を確認した。

5．まとめ

本報では、既存の超高層建築物における建築設備の地震リスクを定量的に評価するための指標として損傷確率の算出方法を示すとともに、損傷確率算出に必要となるデータや指針の裏付けとなるデータを収集し、定量的なリスク評価を実現させることを目的とし、実験を行った。得られた知見を以下に示す。

・SP静的加力実験において、経年使用した配管の強度低下と損傷時のばらつきが大きくなることを確認した。

・SP配管の加振実験結果から、フレキシブル形配管の設置基準である±200㎜の変位量について、28階建ての超高層建築物における首都直下地震発生を想定した場合の変位量は最大で100㎜以下となり、指針の妥当性を検証した。

・加振実験に使用した吊りボルトの引張試験結果から、長時間の加振による材料強度のばらつきと強い揺れによる強度の低下を確認した。

図1　天吊り機器の被害
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図2　吊り支持された配管の被害
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図3　各階設備機器類の損傷確率
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<凡例>


◇：立て管


▲：枝管


●：横引き直管


－：曲がり管


＊：床置き機器








11Ｆ設置機器類の耐力値と


床応答加速度の関係(一例)
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図4　受水槽のパネル水圧強度向上による効果
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表1　スプリンクラー配管の耐震対策例


モーメント





�
SP配管工法例�
�
フレキシブル形継手を設けて天井の揺れに追随させる対策


[±200㎜程度の変位に対応できるものが望ましい]�
























�
�
固定金具等を設けて配管を動かさない対策�
























�
�
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固定金具





図4　本研究の評価対象と評価方法
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表2　静的加力実験試験体概要


モーメント





�
単管の実験�
巻き出し配管の実験�
�
実験


回数�
経年試験体�
7回�
9回�
�
�
新品試験体�
23回�
26回�
�
試験体


寸法�
a�
240~770�
80～120mm�
�
�
b�
0�
275～770mm�
�
�
c�
0�
240～600mm�
�
試験体概要�
�
�
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図5　静的加力実験の実験装置と計測概要
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�
�
新品�
経年�
新品�
経年�
�
平均値  [kN･㎜]�
1,254.4�
1,105.5�
1,337.9�
1,223.9�
�
標準偏差[kN･㎜]�
0,071.2�
0,054.4�
0,155.6�
0,170.0�
�






表3　実験データの平均値と標準偏差


モーメント





図6　正規分布
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表4　加振装置の仕様と設置条件





�
項目�
仕様�
�
加振装置�
加振方向�
水平1方向(長辺方向)�
�
�
荷重出力�
±200kN�
�
�
速度�
±500mm/s�
�
�
最大ストローク�
±1 250mm�
�






図7　振動台及びフレームの概要(単位:mm)
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SP配管の振動台実験�
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枝管�
材料�
SGP，25A�
木板�
材料�
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�
長さ�
2 640mm�
�
面積�
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�
�
質量�
7.1kg(2.9kg/m)�
�
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�
�
巻き出し配管�
材料�
SUS316�
ステンレス板�
材料�
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�
長さ�
1 100㎜�
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面積�
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�
�
質量�
1.0kg(0.91kg/m)�
�
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�
�
吊り材�
規格�
w3/8�
吊り材�
規格�
w3/8�
�
�
長さ�
800㎜�
�
長さ�
600㎜�
�
総質量�
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総質量�
20.68kgf�
�
�
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表5　試験体・計測概要
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表6　入力地震波6)





実験名�
振動波�
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東北地方
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図8　解析モデル(単位:mm)
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表7　解析に使用した配管や吊りボルトの接合方法








図9　算出した解析結果と計測した実験結果
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図11　配管の最大応答変位量
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図10　床応答加速度





最大床応答加速度[gal]
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図12　天吊り機器の加速度フーリエスペクトル
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図13　正弦波(0.4s)加振による時刻歴応答加速度・変位
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図14　吊りボルト引張試験結果の正規分布
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試験体名�
弾性限界[N/mm2]�
�
�
平均値�
標準偏差�
�
新品�
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�
東北地方太平洋地震�
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11.6�
�
首都直下地震�
317.5�
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正弦波(0.4s)4分�
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表8　実験で計測した引張強度の平均値と標準偏差





参考文献


1)㈳建築設備技術者協会　震災復興支援会議：2011.3.11東日本大震災による建築設備被害状況に関する調査報告，2011.9，p.3


2)中村孝明，遠藤透：BCPへの貢献を目的とした建物の機能確保に関する研究，日本建築学会総合論文誌，No.7，pp.87-92，2009.1


3)遠藤透，中村孝明，大橋一正，萩原啓太：被害相関を考慮した建築設備の地震時復旧曲線の評価，日本建築学会技術報告集，第14巻，第28号，pp.503-508，2008.10


4)室津義定，米沢政昭　ほか：システム信頼性工学，共立出版，1996.4


5)日本建築センター：建築設備耐震設計・施工指針2005年度版，2012.5


6)田中良一，久田 嘉章：首都圏にある超高層キャンパスの地震防災に関する研究(その2)，日本建築学会大会学術講演梗概集，B-2，pp．615-616，2007.8





注


1)各設備機器・配管の損失額は、建設工事標準歩掛をもとに設備機器・配管が損傷した際に工事に掛かる費用を算出した。


2)N方向を+とする


3)構造システム：SNAP ver.5　テクニカルマニュアル，2009


4)本引張試験は吊りボルトを軸方向へ油圧方式にて加力を行うが、機器の仕様上1.0kNまではハンドルを人手により固定した。
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